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広報あぐい　２００７年５月１５日号

Information

お知らせ  
InformationInformation

�□
期　

日　

六
月
十
三
日（
水
）

□
時　

間　

午
前
十
時
〜
午
前
十
一
時
半

□
場　

所　

中
央
公
民
館
本
館
３
０
１
室

□
対　

象　

乳
幼
児
の
保
護
者

□
演　

題

「
子
ど
も
の
心
と
体
が
育
つ
環
境
づ
く
り
」

□
講　

師　

愛
知
学
泉
短
期
大
学
教
授

　
　
　
　
　

渡
辺　

典
子　

氏

□
そ
の
他　

託
児
（
定
員
あ
り
）
希
望
者

は
社
会
教
育
課
へ
申
し
出
く
だ
さ
い
。

□
申
込
先　

・　

子
ど
も
が
、
町
内
の
幼
稚
園
・
保
育

　

園
に
通
園
し
て
い
る
場
合
は
各
園
へ

・　

そ
の
他
は
社
会
教
育
課
へ

□
申
込
期
限　

六
月
一
日（
金
）　 

□
問
い
合
わ
せ
先　

社
会
教
育
課
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�
　

六
月
一
日
現
在
で
商
業
統
計
調
査
が
実

施
さ
れ
ま
す
。
五
月
下
旬
か
ら
「
調
査
員

証
」を
携
行
し
た
調
査
員
が
伺
い
、調
査
票

の
記
入
を
お
願
い
し
ま
す
の
で
ご
協
力
く

だ
さ
い
。調
査
は
、商
業
の
実
態
を
明
ら
か

に
す
る
た
め
、全
国
の
商
業（
卸
売
業
・
小

売
業
）
を
営
む
す
べ
て
の
事
業
所
を
対
象

と
し
て
五
年
に
一
回
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

□
問
い
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わ
せ
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画
財
政
課
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�平

成
十
九
年
度
草
木
厄
歳
会　

様

　

草
木
保
育
園
へ
ミ
ニ
テ
ン
ト
一
式
を
ご

寄
付
い
た
だ
き
ま
し
た
。
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□勤務場所　学童保育「げんきッズ南部」ほか
□勤務内容　放課後の児童（小学生）の保育
□募集人員　専任指導員およびパート指導員
　　　　　　若干名
□勤務期間　平成２０年３月３１日
□勤務時間
　専任指導員（週５日３２時間）
・・　平日　午後１時～午後７時の６時間
・・　土曜日　午前８時～午後６時の内８時間
・・　夏休みなど学校休校日　午前８時～午後
７時の内８時間

　パート指導員
・・　平日　午後２時～午後７時の５時間
・・　土曜日　午前８時～午後６時の内８時間
または午前８時～午後７時の内６時間
・・　夏休みなど学校休校日　午前８時～午後
７時の内８時間または午前８時～午後７時
の内６時間

□賃　金
　専任指導員（月額１３４，０００円、社会保険加入）、
　パート指導員（時給９３０円）
□応募資格　教諭または保育士資格のある方
□試　　験　面接試験随時
□提出書類　履歴書（市販のもの・写真添付）、

資格証明書
□そ の 他　運営は社会福祉法人雲谷苑が町の

委託を受けて実施します
□申し込み・問い合わせ先
　社会福祉法人雲谷苑（中部保育園）�（４８）０５０４

放課後児童クラブ指導員を募集します

　　高齢者居住改修住宅の
　　　　　　 　　　固定資産税を減税します
　高齢者などが居住する住宅で、一定のバリアフリー改
修工事を実施した家屋について、固定資産税を減額する
制度が創設されました。
　対象となる方は、手続きをしてください。
○対象となる家屋の要件
　・平成１９年１月１日以前から所在する住宅
　・次の高齢者などが居住している家屋
　　(1)　６５歳以上の方
　　(2)　要介護認定または要支援認定を受けている方
　　(3)　障害者
　・平成１９年４月１日～平成２２年３月３１日までの間に、

次に掲げるバリアフリー改修工事が完了したもの
　　(1)　廊下の拡幅　　　　(5)　手すりの取り付け
　　(2)　階段の勾配の緩和　(6)　床の段差の解消
　　(3)　浴室の改良　　　　(7)　引戸への取り替え
　　(4)　便所の改良　　　　(8)　床表面の滑り止め化
　・工事費（補助金などを除く自己負担額）が、３０万円

以上のもの
○減額される額
　・工事が完了した年の翌年の固定資産税（１年度分のみ）
　・改修家屋の固定資産税の３分の１（１戸当たり
１００m2相当分まで。）

　　　※　都市計画税は、減額の対象となりません。
○手続き
　　この減税制度の適用を受けるためには、バリアフ
リー改修工事完了後３カ月以内に必要書類を添付した
申告書を町に提出することが必要です。

問い合わせ先　税務課固定資産税係　�（４８）１１１１（内２３１）

町へ提出する書類
役場税務課に備え付けてあ
ります。
　※納税義務者（所有者）
の認印が必要です。

申告書

納税義務者の住民票の写し
居住する高齢者などの住民票の写し

要介護認定者、要支援認定
者、障害者

被保険者証の写しなど

施工業者による見積書、設
計書、図面など

改修工事の明細書

（写し可）改修工事費用の領収書
工事施行前、後現況を示す写真
給付決定書、領収書など工事費からの控除額が確認できる書類


